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ネットワーク化された群ロボットによる被災者発見システム

杉 山 久 佳† 辻 岡 哲 夫† 村 田 正††

無線アドホックネットワークによって結合された群ロボットによる被災者発見システムを提案する．
同システムは，ロボット群およびオペレータが待機するモニタ局からなり，都市災害現場における被
災者探索を目的とする．無線アドホックネットワークは，各ロボットによる自律的パス修復によって災
害現場における通信パスの切断を修復する．各ロボットは災害現場に展開して，自己の持つセンサに
よって被災者を検出する．検出した情報はアドホックネットワークを通してモニタ局に伝える．モニ
タ局では，伝送された情報をオペレータが検証する．自律的パス修復は，アドホックネットワーク運
用の基礎となるフォワーディングテーブルに基づく行動アルゴリズムに各ロボットが従うことによっ
て実現する．被災者発見システムの運用方式の 1つとして遠隔スペース探索を紹介し，ロボットの故
障率を考慮して遠隔スペース探索のシミュレーションを行った．この結果，自律的パス修復に基づく
被災者発見システムの有効性が明らかとなった．

Victim Detection System Consists of Networked Mobile Robots

Hisayoshi Sugiyama,† Tetsuo Tsujioka† and Masashi Murata††

A victim detection system is proposed for rescue operations in urban disaster areas. This
system consists of autonomous mobile robots and a stationary monitor station connected by
a wireless ad hoc network with an autonomous path recovery. Robots are instructed to de-
tect victims in a disaster area and send the information to the monitor station through the
ad hoc network, and autonomous path recovery recovers the communication path breakages
that sometimes occur in disaster areas where a conventional recovery scheme for an ad hoc
network may not perform well. This additive network operation is executed by autonomous
movements of robots which are installed with a behavior algorithm for communication path
recovery. The system’s performance is examined by a computer simulation for the case of
reconnaissance into a distant location, taking into account robot breakdowns.

1. は じ め に

自律移動ロボットを用いた都市災害救助方式：

USAR（Urban Search And Rescue）の研究が進め

られている（以下，ロボットとは自律移動ロボットを

指す）1),2)．USARは，特に倒壊した建造物などの瓦礫

に囲まれた被災者を探索し，救助することを目的とし

ている．しかし，しばしば劣悪な環境下で行動するロ

ボットには，機械的あるいは電子的な故障を含む種々

の問題が発生する．さらに，大規模地震などによって

発生する広大な災害現場を単独のロボットが探索する

ことには困難が予想される．

これらの問題は，無線ネットワークによって結合さ

れた群ロボットシステムを用いることによって解決さ
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れる可能性がある．同システムによれば，もしあるロ

ボットに故障が発生した場合，これを検知した近傍の

ロボットがその機能を代替することができる．広大な

災害現場に対しては，ネットワーク化されたロボット

群が互いの位置を調整しながら効率良く展開すること

ができる．同時に各ロボットのセンサをネットワーク

を介して統合的に機能させることが可能である．

本論文では，無線ネットワークによって結合された

群ロボットによる USARシステムの 1つとして，「被

災者発見システム」を提案する．被災者発見システム

は，USAR に要求される機能のうち特に被災者の探

索を目的とするシステムである．被災者発見システム

は，無線ネットワークによって結合された群ロボット

からなり，各ロボットは被災者を検知するセンサを備

える．ネットワークの一端にはモニタ局を置き，これ

を通してオペレータが各ロボットにアクセスする．各

ロボットは災害現場に展開し，人間の救助員には侵入

不可能な場所を含む探索領域を自律的に行動する．も
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しあるロボットが持つセンサが被災者を検知したなら，

その情報は無線ネットワークを通してモニタ局に送ら

れる．この情報をオペレータが判定し，被災者の認識

と位置の同定を行う．

被災者発見システムの基盤となる無線ネットワーク

として「アドホックネットワーク3)」を使用し，さら

に同ネットワークに付加する機能として，新たに提案

する「自律的パス修復」を適用する．アドホックネッ

トワークは，特に電波障害物の散在する災害現場にお

けるロボット間の接続性，および中央局を用いない分

散システムであることによる信頼性において被災者発

見システムに適している．自律的パス修復は，災害現

場においてしばしば発生する通信リンクの切断を各ロ

ボットの自律的な行動によって修復する方式である．

自律的パス修復により，災害現場におけるアドホック

ネットワークの信頼性をさらに高めることができる．

2章では，被災者発見システムとアドホックネット

ワークについて説明する．3章では，自律的パス修復

を各ロボットの行動アルゴリズムに基づいて示す．4

章では，被災者発見システムの運用形態の 1つとして

「遠隔スペース探索」を紹介し，この探索法を用いた

シミュレーションによって被災者発見システムの有効

性を検証する．シミュレーションにおいては劣悪な環

境に起因する各ロボットの故障率を考慮した．最終章

においてこれらの要点を整理する．

2. 被災者発見システム

提案する被災者発見システムは，群ロボットと定在

するモニタ局からなり，これらすべてがアドホックネッ

トワークによって接続される．各ロボットは必要に応

じて自律的パス修復を行い，災害現場における通信リ

ンクの切断を修復する．本章では，まず被災者発見シ

ステムを構成するロボットが備えるべき機能について

説明し，次に被災者発見システムのシステム構成を示

す．最後にアドホックネットワークの基本原理を説明

する．自律的パス修復については次章で述べる．

2.1 ロボットの機能

各ロボットは災害現場に展開し，瓦礫の間など未発

見の被災者（victim）が存在する可能性のある領域を

探索する．この過程で得られた情報をアドホックネッ

トワークにより伝送する．これらの機能の実現に関し

てロボットが備えるべき要件は以下である．

( 1 ) 瓦礫に覆われた不整地上を走破することのでき

る移動能力

( 2 ) 障害物を認識するセンサ機能とその回避を可能

にする自律的制御機能

( 3 ) 被災者を認識するセンサ機能

( 4 ) 自己の位置（モニタ局に対する距離と方向など）

を計測する機能

( 5 ) アドホックネットワークの基盤となる無線通信

機能

これらの要件は，災害救助ロボットに関する研究の

成果として実現されつつある．たとえば要件 ( 1 )は，

キャタピラ型ロボット4) や多足型ロボット5)によって

満足される可能性がある．特に前者は，ロボカップレ

スキュー6) における実験フィールド上でその機能を実

証した．自由度の高い多関節構造を持つへび型ロボッ

トであれば，瓦礫の間のわずかな隙間に進入すること

も可能である7)．

要件 ( 2 )に関しては，自律移動ロボット研究におい

て多くの研究例がある8),9)．災害救助ロボットにこの

機能を備えた例としては，超音波センサと壁沿い移動

アルゴリズムを用いた実験例がある10)．

要件 ( 3 ) にあげたセンサ機能は，たとえばロボッ

トに CCDカメラを搭載して対象物の肌色領域を検知

し，検知結果をもとにして被災者を認識するシステム

として実験例がある10)．あるいは，FLIR（forward-

looking infra-red）11) による体温検出に基づいて同様

の機能を実現することも可能である．

要件 ( 4 )については，ジャイロスコープと GPSな

どを組み合わせたシステムにより自己位置を計測す

る災害救助ロボットの試作例がある12)．GPSに IMU

（慣性姿勢計測装置）を組み合わせて 1 m程度の計測

精度が得られたとの報告もある13)．

要件 ( 5 ) は，IEEE 802.11b 規格の無線 LAN モ

ジュールを搭載することにより満足される．同規格は

人間の救助チームとロボットを統合したシステム例12)

をはじめとして多くの災害救助実験システムに採用さ

れている．ただし，いずれも中央局を用いたスター型

ネットワークである．IEEE 802.11b規格をアドホッ

クネットワークに用いたシステムとしては車々間通信

への適用例があり，実験によれば約 400 kbps のデー

タ伝送が実現している14)．この伝送速度は，動画像

リアルタイムストリーミングに関する規格：MPEG-4

ARTS（advanced real time simple）level 3プロファ

イルが要求する速度 384 kbpsを満たすので15)，被災

者の様子を動画像によりオペレータに伝えることが可

能となる．

なお，IEEE 802.11b規格は 2.4GHz帯の搬送波を

用いる．この搬送波の波長は約 13 cmであるので，た

とえば 1m四方の電波障害物があればその先への直達

波の伝搬は困難となる．この理由から，種々の形状と
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材質を持つ障害物が散在する災害現場では，被災者発

見システム，すなわちアドホックネットワークと自律

的パス修復を用いて通信パスの設定と維持を行うシス

テムが適すると考える．

以上に述べたように，被災者発見システムがロボッ

トに期待する要件はいずれも実現の可能性があるが，

研究段階である場合が多い．しかし本論文では，各ロ

ボットがこれらの要件を備えるものと仮定して議論を

進める．

2.2 システム構成

図 1 に，災害現場において被災者発見システムが展

開する様子を示す．同図では，8台のロボット：A～H

およびモニタ局（monitor station）がアドホックネッ

トワーク（ad hoc network）を形成している．ネット

ワークは，電波を遮断しロボットの行動を制限する瓦

礫（debris）や障害物（obstacle）の間を縫って各ロ

ボットとモニタ局を接続している．モニタ局は，ネット

ワーク中の固定ノードであり，アドホックネットワー

クを通して各ロボットの行動を監視するオペレータが

待機している．

もしあるロボットが被災者を発見したなら，そのロ

ボットは被災者に関する情報をアドホックネットワー

クを通してモニタ局に伝える．図 1 は被災者が障害物

の陰に存在し，これをロボット A が発見した様子を

示す．この場合，ロボット Aはロボット Bおよび C

によって中継された通信パスを通してモニタ局に情報

を伝える．ロボット A から伝送された情報には，ロ

ボット自身の位置とその周囲の画像情報などが含まれ

る．同様な情報は他のロボットからも随時に伝送され

てモニタ局に集められ，オペレータによる検証を受け

る．オペレータは各情報が正しく被災者の発見を示す

かどうかの最終判断を下す．

もしロボットが被災者を正しく検出できなくても，

ロボットから送られた情報の最終判断はモニタ局のオ

ペレータが下す．ロボットとオペレータによるこの階

層的な協調作業は，各ロボットの被災者検出機能に対

する要求条件を緩和し，単独ロボットやネットワーク

を持たないロボットシステムの場合に比べて被災者発

見作業の信頼性をより高めることができる．しかし，

各ロボットの被災者検出能力とオペレータの作業量と

のトレードオフや，特に不確かな情報が多くのロボッ

トから伝送された場合などのネットワーク伝送容量の

問題など，さらに検討を必要とする問題が今後の課題

として残る．

2.3 アドホックネットワーク

アドホックネットワークにおいては，互いの伝送範

図 1 被災者発見システム
Fig. 1 Victim detection system.

囲（transmission range）内にある通信端末☆どうし

が通信リンク（communication link）を形成する（以

下，通信端末を単に端末と呼ぶ）．通信範囲は，通信

半径（transmission radius）によって定まる円形の領

域であり，その中心にある端末から直接に無線信号が

伝達する範囲を指す．アドホックネットワークに含ま

れる任意の端末どうしは，通信パスを通して情報を交

換する．通信パスは，両者の間に位置する中継端末が

形成する通信リンクを縦続に接続して形成する☆☆．

アドホックネットワークには，各端末が情報伝送に

際して通信パスを決定する方式（ルーティング方式）

に関して種々の方式があるが，大きく 2種類に分類で

きる．テーブル駆動方式とオンデマンド方式である16)．

このうちテーブル駆動方式は，各端末がルーティング

テーブルを保持し，端末間での通信の有無にかかわ

らず定期的にルーティングテーブルを更新すること

を特徴とする．テーブル駆動方式として DSDV方式

（Destination-Sequenced Distance-Vector）17)が代表

的であり，他にネットワークを階層化したCSGR方式

（Cluster Switch Gateway Routing）18) などがある．

オンデマンド方式は，各端末が通信要求を持つたびに

宛先へのルートを探索することを特徴とする．オンデ

マンド方式には AODV（Ad Hoc On-Demand Dis-

tance Vector Routing）19)，DSR（Dynamic Source

Routing）20) などがある．

提案する被災者発見システムでは，後に 3章で述べ

るように，各ロボットがつねにモニタ局との通信パス

の存在を確認し，必要であればただちにパスの修復を

行う．したがって，常時定期的に通信パスの確認を行

☆ 被災者発見システムにおいては，個々のロボットとモニタ局が
通信端末として機能する．

☆☆ たとえば 図 1 においては，ロボット AB 間，ロボット BC 間，
およびロボット C とモニタ局の間にそれぞれ通信リンクが存在
する．これらを接続した A→B→C→ モニタ局がロボット A

とモニタ局間の通信パスである．



1780 情報処理学会論文誌 July 2005

うテーブル駆動方式が適している．これに対してオン

デマンド方式を用いるなら，あるロボットが被災者を

発見しても，モニタ局への通信パスの設定に時間を要

したり，あるいは修復が不可能なほど多くの箇所で通

信パスが切断していたりするなどの問題が発生する可

能性がある．

以上の理由により，被災者発見システムには代表的

なテーブル駆動方式である DSDV方式を用いること

とする．なおCSGR方式は，階層化されたネットワー

ク内では特定のロボットに通信負荷が集中することか

ら，群ロボットを用いることによる負荷分散の観点か

ら見て災害救助システムには適切ではないと考える．

ロボットの故障が生じやすい災害現場では，負荷分散

によるシステムの信頼性向上が重要である．

DSDV 方式では，各ロボットが持つルーティング

テーブルをフォワーディングテーブル（以下，FTと

略称する）と呼ぶ．FTは，ネットワーク内のすべて

の端末について，それぞれを宛先として情報を伝送す

る際に利用する次の中継端末を指定する．この中継端

末は，近傍の端末のうちの 1つであり，「次ホップ」と

呼ばれる．FTはネットワーク内の各端末を宛先とす

るエントリの集合である．次ホップは各エントリにお

いて個別に指定されている．

各ロボットの FTは，ネットワークトポロジの変化

にともなって更新される必要がある．この更新を目的

として，各ロボットは定期的に更新パケットを発信す

る．更新パケットは，発信したロボットのネットワー

ク内での位置を示す．もしあるロボットがネットワー

クから切断されたなら，近傍のロボットが発信する更

新パケットによってこの切断情報がネットワーク内に

伝えられる．更新パケットの伝送においては，中継ロ

ボットに起因する伝送遅延やパケットどうしの衝突な

どが発生する．したがって，各ロボットの FTの更新

には遅延が生ずる場合がある．

図 1 におけるロボット Aに注目したとき，その近

傍（通信範囲内）にはロボット B のみが存在するの

で，他のすべてのロボットとモニタ局を宛先とする次

ホップはいずれもロボット B となる．またロボット

Bのモニタ局への次ホップは C，Cのモニタ局への次

ホップはモニタ局自身なので，ロボット A からモニ

タ局への通信パスは A→B→C→モニタ局となる．も
しロボット C からモニタ局への通信リンクが切断し

たなら☆，ロボット A，B，および Cの FTからモニ

☆ この理由としては，両者の間の距離が増大して通信半径を超え
たこと，あるいは両者の間に電波障害物が現れたことなどがあ
りうる．

タ局を宛先とするエントリが消失する．しかししばら

く後に，ロボット C が自己の FT を更新し，この結

果，モニタ局を宛先とするエントリがロボット D を

次ホップとして再登録される．新たなロボット C の

FT に従えば，ロボット A からモニタ局へのパスは

A→B→C→D→E→F→ モニタ局となる．

以上に述べた手順，すなわちパスの切断に際して迂

回路を用いて修復する方法は，アドホックネットワー

クにおける従来のパス修復方式である．しかしこの従

来方式では，迂回路の発見が困難であったり，劣悪な

環境下での故障により中継ロボット数の減少が予想さ

れる災害現場では正しく機能しなかったりする可能性

がある．たとえば，図 1 においてもしロボット Bと

Cの間の通信リンクが切断するか，あるいはいずれか

のロボットがその通信機能を失った場合，切断箇所の

迂回路が存在しないので，ロボット A が発見した被

災者に関する情報をモニタ局に伝えることは不可能と

なる．特に災害現場では，障害物を避けて限られた数

の通信リンクが設定されることが予想されるので，そ

の切断に際して迂回路が存在しない場合がしばしば生

ずるものと考えられる．

3. 自律的パス修復

自律的パス修復は，災害現場においてしばしば発生

し，かつ先に述べたように従来方式では修復が困難な

通信パスの切断を回復する方式である．自律的パス修

復は，共通の行動アルゴリズムに従う個々のロボット

によって自律的に実行される．

本章では，まずこの行動アルゴリズムを示し，次に

同アルゴリズムに基づいてロボットが実行する通信パ

ス修復手順の例を示す．

3.1 ロボットの行動アルゴリズム

ロボットの行動アルゴリズムは，モニタ局への次

ホップと自己との間の通信リンクが切断した際に，そ

のリンクを回復することを基本とする（これ以外の通

信リンクに関しては，もし切断しても修復の対象とし

ない）．このアルゴリズムに従い，各ロボットは自己

が持つ FTのみをチェックして，その現在の状態に応

じて自己の行動を決定する．被災者発見システムにお

ける各ロボットの行動アルゴリズムを，図 2 にフロー

チャートで示す．同図において NMSとは，モニタ局

への次ホップ（Next hop to Monitor Station）を表

す☆☆．行動アルゴリズムは，DSDV 方式に従う FT

☆☆ たとえば，図 1 においてロボット A の NMS はロボット B で
あり，ロボット B の NMS はロボット C である．ロボット C

の NMS はモニタ局自身である．
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start

Does link to
NMS exist?

   Is MS
accessible?

yesno

Execute the task.

Update the location
and movement of NMS.yesno

Change NMS.
     Presume
NMS location.

Trace NMS.

Forwarding table update

Forwarding
table update

DSDV operation

図 2 自律的パス修復を行うロボットの行動アルゴリズム
Fig. 2 Behavior algorithm of each robot for active

network operation.

の更新処理をともなう．この処理（Forwarding table

update）を図中に破線の枠で示し，行動アルゴリズム

との関係を明らかにした．

フローチャートが示すように，各ロボットは次のよ

うに行動する：ロボットはまず FTを更新し，この結

果NMSとの通信リンクが存在するなら，つねにNMS

の位置と移動方向（location and movement of NMS）

に関する知識を更新する．この知識は，NMSとの通信

リンクが切断した際に，NMSの現在位置を推定する

目的で使用する．次に，ロボットは所定のタスクを遂

行する．タスクには，災害現場への展開や被災者の検

出作業が含まれる．もしロボットが NMSを次ホップ

とするエントリの消失を知ったなら，すなわち NMS

への通信リンクの切断を検知したなら，次の行動はモ

ニタ局がその時点でアクセス可能か（モニタ局を宛先

とするエントリが存在するか）どうかによって分岐す

る．もしモニタ局がアクセス可能であれば，ロボット

は当該エントリが含む次ホップを新たな NMSに変更

してフローチャートの出発点に返る．これは，モニタ

局への迂回路が即座に発見されたことを意味する．

他方，もしモニタ局がアクセス可能でなければ，す

なわちモニタ局へのパスが切断しかつ迂回路が存在し

ないならば，ロボットはNMSの現在位置を推定（pre-

sume）して NMSの追跡を開始する．NMSの現在位

置推定は，通信リンクが切断する直前まで更新してい

たNMSに関する知識に基づいて行われる．NMSの追

跡は，モニタ局を宛先とするエントリが再び回復する

まで，すなわちモニタ局がアクセス可能になるまで継

続する．この追跡中に常時 FTを更新し，エントリが

回復したかどうかを確認する．この追跡が終了したと

き，その時点の NMSは，必ずしも追跡の対象ロボッ

C

B

A

D

D

(1)

(2) (3)

(4)

MS

robot movement
communication link
link breakage

図 3 自律的パス修復の実行例
Fig. 3 An example procedure of communication path

recovery.

トであるとは限らない．もしその時点で NMSが変更

されたなら，このことは追跡中にモニタ局への他の通

信パスが発見されたことを意味する．

ロボットが NMSの現在位置推定に失敗し，この結

果，追跡が終了せず無意味に継続する可能性がある．

この理由から，追跡の継続時間に時間制限を設ける．

もし追跡時間がこの制限を超えたなら，ロボットは追

跡対象をモニタ局に変更し，モニタ局の位置に向かっ

て移動する．モニタ局の位置はシステム運用の開始時

点で各ロボットが記憶するので，どのロボットもモニ

タ局の通信範囲内への移動は可能である．以上より，

図 2 に示す行動アルゴリズムに従えば，災害現場にお

いて各ロボットがモニタ局への通信パスを失っても自

律的に通信パスを修復すること，すなわち自律的パス

修復が可能であることが分かる．

3.2 自律的パス修復の実行例

図 3 は，被災者発見システムを構成するロボットに

よる自律的パス修復の実行例を示す．手順が開始され

る直前において，ロボット Aはロボット Bおよび C

に中継された通信パスを通じてモニタ局にアクセス可

能であるとする．通信パスの切断を含む自律的パス修

復の手順は以下のとおりである（各項の番号は図中の

番号に対応する）．

(1) ロボット Cがロボット Bの反対方向に移動す

る．この結果，ロボット Bと Cが互いの通信

範囲外となる．

(2) この結果，ロボット Bと C間の通信リンクが

切断する．しばらく後に，ロボット Aと Bの

FTからモニタ局とロボット Cを宛先とするエ

ントリが消失する．

(3) NMS（ロボットC）とモニタ局がいずれもアク

セス不可能となったので，ロボット Bはロボッ

ト Cの追跡を開始する．他方，NMS（ロボッ

ト B ）がまだアクセス可能であるので，ロボッ

ト Aの行動には変化がない．

(4) ロボット Bが Cを追跡しているとき，ロボッ
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ト Dが偶然にロボット B に接近する．この場

合，2種類の場合が可能である．第 1は，ロボッ

ト Bがロボット Cとの通信リンクを回復して

追跡が終了する場合である．このとき，ロボッ

トBからモニタ局への通信パスが回復する．第

2 は，ロボット B がロボット Dとの通信リン

クを形成し，この結果追跡が終了する場合であ

る．この時点において，ロボット Bはロボット

Dを新たな NMSとしてモニタ局を宛先とする

エントリを保有する．すなわち，モニタ局への

通信パスが回復される．

特に (2)における通信リンクの切断は，ロボット C

に故障が生じても同様に発生する．この場合は，ロ

ボット Dが，ロボット Bのモニタ局を宛先とするエ

ントリにおける NMSとして登録されるか，あるいは

ロボット Bがロボット Cの追跡時間を超過して移動

方向をモニタ局に変更し，最終的にモニタ局と直接に

アクセスできる状態になるかのいずれかの結果が可能

である．

これらの手順を実行した結果，ロボット Aと B の

距離が通信半径を超過する可能性がある．このことに

よってもし両者の間の通信リンクが切断したなら，ロ

ボット Aはロボット Bの追跡を開始し，ロボット B

に関する上記の手順と同様にしてモニタ局への通信パ

スを回復する．

以上に述べた行動アルゴリズムを実行するには，各

ロボットが自己の位置を正しく認識し，その位置情報

を周囲のロボットに伝える必要がある．この機能は，

各ロボットが 2.1節で述べた GPSを含む自己位置計

測機能を備えれば可能となる．しかし特に災害現場に

おいては，倒壊したビルの陰や地下施設の内部など，

GPSの利用が不可能な場所においてロボットが行動す

る場合が生じる．したがって，たとえば GPSの利用

が可能な一部のロボットが持つ位置情報をネットワー

クを通して共有する，あるいはこれに加えてロボット

どうしが相互に位置を計測し合うなどの方法21),22) に

ついてさらに検討する必要がある．

3.3 自律的パス修復の問題点

本章では，被災者発見システムを構成する各ロボッ

トが自律的パス修復を行う行動アルゴリズムについて

述べた．しかし，本アルゴリズムは比較的単純な原理

に基づき，したがって必ずしも被災者発見システムの

運用における最適なアルゴリズムではない．行動アル

ゴリズムに関して今後の検討を要する点は以下の 2点

である．

1) 被災者発見とパス修復の優先度

図 2に示したアルゴリズムでは，各ロボットはNMS

との通信リンクの存在を確認したうえで被災者の探索

を含む所定のタスクを実行する．もし当該リンクが存

在しなければ，被災者の探索を中断してパス修復作業

を優先させる．自律的パス修復を被災者探索より優先

させるこの方針は，ロボットが被災者を発見したなら

対象物に関する情報をただちにMSに伝え，オペレー

タによる正確な判断を下すことを可能にする点で優れ

ていると考える．特に，被災者の動画像をリアルタイ

ムストリーミングによってオペレータに伝えようとす

る場合は，各ロボットからMSへの通信パスがつねに

存在することが必要であるので，自律的パス修復を被

災者探索より優先させる必要がある．

他方，各ロボットの被災者認識能力が高く，必ずし

もオペレータによる最終判断が必要ではない場合は，

被災者の探索作業を通信パス修復に優先させるアルゴ

リズムがより適切となる場合がある．したがって，今

後の災害救助ロボット研究の進展によっては，被災者

発見とパス修復の優先度に関する方針の見直しが必要

となる可能性がある．

2) ネットワークトポロジの考慮

通信リンクの切断に際して，ロボットは周囲のネッ

トワークトポロジを考慮したうえで通信リンクを回復

する最適な行動をとることができる．このようにネッ

トワークトポロジを含む種々の情報を考慮して，さら

に効率的な自律的パス修復の行動アルゴリズムを検討

する必要がある．

4. 遠隔スペース探索

都市災害においてはしばしば周囲から隔絶されたス

ペースが発生し，そこに至る通路に煙や炎が充満して

救助隊が到達できない場合がある（以後，このスペー

スを遠隔スペースと呼ぶ）．この場合，遠隔スペース

内に孤立した被災者が存在するかどうかを緊急に判断

する必要がある．本章では，遠隔スペース内を探索し

て被災者を発見することを目的とする被災者発見シス

テムの運用方式：「遠隔スペース探索」を紹介する．

以下の各項では，遠隔スペース探索のシステム運

用手順を示し，さらに計算機シミュレーションの結果

に基づいて被災者発見システムの有用性を検証する．

以後に示すシミュレーション結果は，多数回の試行に

よって得られた値の平均値である．シミュレータとして

は “autonomous mobile robot simulator”23) と “ad

hoc network simulator”24) を組み合わせたプログラ

ムを用いた．

なお，実際の被災者発見システムの運用においては，
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複数の遠隔スペースに複数の経路で到達する状況が考

えられる．このような一般的な状況に対して，以下に

示すシミュレーションモデルは遠隔スペースへの経路

を 1本とした点においてきわめて限定的な状況を対象

とする．一般的な状況における被災者発見システムの

有用性については，今後の検討課題である．

4.1 システム運用手順

被災者発見システムによる遠隔スペース探索のシス

テム運用手順は，遠隔スペース内に設定した目的地へ

のロボット群の逐次的な移動，および目的地に到達し

たロボットのその周囲でのランダム歩行からなる．こ

のうち，ロボット群の逐次的移動は以下のように行う．

(1) すべてのロボットが，安全地帯に設置されたモ

ニタ局の周囲に集合してアドホックネットワー

クの運用（各ロボットが更新パケットを発信し，

自己の FTを構築すること）を開始する．

(2) 1台のロボットが遠隔スペース内に設定された

目的地に向かって移動を開始する☆．このロボッ

トを firstロボットと呼ぶ．

(3) firstロボットの出発後，ある一定の時間が経過

したなら，モニタ局周囲に待機するロボットの

うちの他の 1台，すなわち secondロボットが

firstロボットと同じ目的地に向かって移動を開

始する．

(4) 以下同様にして，モニタ局周囲に待機するロボッ

トが一定の時間間隔で逐次的に目的地に向けて

の移動を開始する．

(5) firstロボットが目的地に到達したとき，firstロ

ボットはその行動を目的地周囲でのランダム歩

行に変更する．続いて目的地に到達する後続の

ロボットも，同様にその行動をランダム歩行に

変更する．この結果，遠隔スペースは次第に被

災者を探索するロボットによって満たされる．

(6) 最終的に，遠隔スペースはロボット群のセンサ

によってくまなく探索され，もし被災者がスペー

ス内に存在するなら，その情報がモニタ局に伝

送される．

以上に述べた被災者発見システムのシステム運用に

おいて，各ロボットは 図 2 に示したアルゴリズムに

したがって自律的に行動し，もしモニタ局への通信パ

スが消失したならその修復を行う．通信パスは，それ

☆ 半倒壊のビル内部など，あからじめ図面上で遠隔スペースが特
定されている場合を考察の対象とする．この場合はオペレータ
がロボットの目的地と移動経路を指示する．目的地が不確定で
ある場合は，ロボット自身が目的地を設定するなどの方法が別
に必要となる．

を構成する通信リンクのいずれかが切断したときに消

失する．通信リンクは，その両端にあるロボット間の

距離が通信半径を超えた場合，あるいは両者の間に電

波障害物が現れたときなどに切断する．さらに，劣悪

な環境においてロボットの通信機能に障害が発生した

場合は，そのロボットを端点とするすべての通信リン

クが同時に失われる．

自律的パス修復は，これらの原因による通信パスの

切断を修復し，遠隔スペース探索においてすべてのロ

ボットがモニタ局へのアクセスを維持することを可能

にする（以下，モニタ局へのパスが存在するロボット

を「アクセスロボット」と呼ぶ）．ロボットのモニタ

局へのアクセス性は，特にそのロボットが目的地への

経路上で中継ロボットとして機能している場合に重要

である．この理由は，目的地への経路上ではロボット

群は線状のネットワークを形成するので通信リンク切

断に際して迂回路の存在を期待できないこと，および

同じ理由により，経路上に非アクセスロボットが発生

すればその地点以遠の（目的地周辺を含む）システム

全体が非アクセスとなってモニタ局への通信パスを失

うことにある．

4.2 コンピュータシミュレーション

先に述べたように，ロボット群の目的地への逐次的

な移動と，各ロボットの自律的パス修復によるネット

ワークの維持は，遠隔スペース探索において基本的に

重要である．これらのシステム運用方式の有効性を検

証する目的で，図 4 に示すシステムモデルに基づいて

計算機シミュレーションを行った．同システムモデル

では，2室のスペースとこれらをつなぐ屈曲した通路

がある．モニタ局は一方のスペースの中央に設置され

る．他方のスペースが被災者の存在を探索する遠隔ス

ペース（distant location）であり，その中央がロボッ

トが目指す目的地（destination）である．

システム運用の初期状態では，40 台のロボットが

モニタ局の周囲に待機し，逐次的に目的地に向けて移

動を開始する．移動は屈曲した通路に沿って行い，移

動速度は 2Km/hとする．目的地に到達したなら，ロ

ボットはその周囲のランダム歩行を開始する．もしロ

ボットが 図 2 の行動アルゴリズムに従って NMSを

追跡する場合，その追跡速度は 4Km/hとし，追跡時

間は最大 1minに制限されるものとする．これらのパ

ラメータ，およびアドホックネットワークに関する伝

送パラメータを 表 1 に示す．

図 5 は，システム運用（system operation）がどの

ように進行するかを，i-th ロボットの状態と同時に示

したタイムチャートである．τ はネットワークの形成
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図 4 被災者発見システムによる遠隔スペース探索のシミュレー
ションモデル

Fig. 4 Simulation model of reconnaissance into distant

location.

に要する時間を表す．さらに同じ τ を経て経過時間

が 2τ となるまで全ロボットはモニタ局の周囲に待機

し，この間に FTの最適化を図る．この後に，firstロ

ボットが目的地への移動を開始する．

ロボットが目的地に向けて逐次的に出発する時間間

隔を「時間間隔比（interval ratio）c」によって表す．

時間間隔比 c は，問題とする時間間隔を，ロボット

が通信半径 r の移動に要する時間で割った値である．

表 1 に示すように，通信半径 r を 5m，移動速度 v

を 2 Km/h としているので，ロボットは通信半径を

(r/v) = 9 secで移動する．したがって，もし時間間隔

比 c が 0.5なら，ロボットの逐次的出発の時間間隔は

c × (r/v) = 4.5 secとなる．図 5 に示すように，i-th

ロボットの出発時刻は，2τ +(cr/v)× (i− 1) である．

先に述べたように，遠隔スペースに至る通路は，火

災に起因する高温などによって救助隊の進行が困難で

あると仮定している．この環境はロボットにも影響を

与え，その通信機能に障害を与える可能性がある．こ

の理由から，シミュレーションではロボットが目的地

に向かう間に生じる故障を考慮する．この間に各ロ

ボットが故障する確率（probability of breakdown of

each robot occurring）を ζ で表す．他方，隣り合う

ロボット間の間隔が通信半径を超える場合，あるいは

屈曲点における通路の壁が電波を遮断する場合もしば

表 1 シミュレーションパラメータ
Table 1 Parameters used in the simulation.

ロボットの基本パラメータ
台数 40 台
移動速度 2Km/hour

自律的パス修復
追跡速度 4Km/hour

追跡時間制限 1minutes

アドホックネットワーク
通信半径 5meters

伝送速度 10Mbit/sec

更新パケット発信周期 10 times/sec (on average)

更新パケット長 1 kbit/entry

図 5 全体のシステム運用と i-th ロボットに関するタイムチャート
Fig. 5 Simulation scenario of the system operation and

the i-th robot.

しば生じる．これらに起因する通信パスの切断は，自

律的パス修復によってただちに修復される．したがっ

て，もし first ロボットが目的地に到達した時点でア

クセスロボットではなくても，second ロボットまた

は thirdロボットが目的地においてアクセスロボット

である可能性がある．

シミュレーションにおいては，被災者発見システム

の運用特性として，「到達時間（arrival time）α」と

「アクセス率（accessibility ratio）ξ」を評価する．前

者（到達時間 α）は，システム運用の開始時点から，

最初のアクセスロボットが目的地に到達するまでの経

過時間である（図 5 参照）．後者（アクセス率 ξ）は，

目的地の周囲でランダム歩行をするロボットがモニタ

局への通信パスを持つ時間比率である．ξ は次の式：

ξ =
1

|D |
∑

i ∈ D

ξi , ξi =
ηi

β − αi
(1)

で定義する．ここに ηi は，i-th ロボットが目的地周

囲でランダム歩行をする間にモニタ局にアクセスでき

る時間の総和である．αi は，i-th ロボットが目的地に

到着してランダム歩行に行動を変更する時点を表す．
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β は，モニタ局周囲に待機するロボットのうちの最後

の 1台が目的地に向かう移動を開始する時点，すなわ

ちすべてのロボットが逐次的な移動に残らず使用され

た時点である．β を，システム運用が終了する時点と

見なす☆（図 5 参照）．これらの値より，i-th ロボット

のアクセス率として ξi が導かれる．ξi の平均をとっ

てアクセス率 ξ が得られる．この平均処理は，シス

テム運用の終了時点 β 以前に目的地に到達したすべ

てのロボットに関して行われる．この条件を満たすロ

ボットの集合を D で表す．

4.3 シミュレーション結果

遠隔スペース探索におけるロボット群の逐次移動の

時間間隔比 c が増大すれば，隣合うロボットどうし

の距離が広がり，この結果両者が互いの通信範囲外と

なる可能性が高まる．したがって，c を大きく設定す

れば自律的パス修復の実行頻度が高まる．同様に，ロ

ボットの故障率 ζ を高くしても自律的パス修復の実

行回数が増える．この様子を 図 6 に実線で示す．横

軸は時間間隔比 c を表す．縦軸（左側）は，システム

運用が終了する時点（図 5 における β）までに自律

的パス修復が実行された回数を各ロボットに関する平

均値で表す．マークによって示された点がシミュレー

ション結果である．個々のマークは，図中に表示する

ように各ロボットの 1 分あたりの故障率 ζ に対応す

る（たとえば，� は平均して 10分に 1台の故障が生

じる場合である）．図 6 には，同時にロボットの故障

発生数を右側の縦軸で表示し，この特性を一点鎖線で

示している．

図 6 が示すように，時間間隔比 c が増大し，かつ

ロボットの故障率 ζ が高まれば，これらに対応して

各ロボットの自律的パス修復の実行回数が増大する．

この結果，たとえば c = 0.7，ζ = 0.1 のときは，各

ロボットが平均して 0.2 times/min，すなわち 5分に

1回の自律的パス修復を行うことが分かる．他方，ロ

ボットの故障回数は，（故障率 ζ が 0でなければ）c の

増大とともに増加している．この理由は，c が増大し

て自律的パス修復の回数が増えれば，ロボットの目的

地への到達時間 α が増大し，この到達時間内に発生

する故障回数が増加することにある．

なお，先に 2.3 節で述べたように，もし DSDV 方

式ではなくオンデマンド方式に従うルーティングを行

うならば，自律的パス修復は各ロボットからの通信要

☆ 実際のシステム運用においてオペレータは，β 以前に被災者の
探索作業が終了したと判断する場合がある．あるいは β 以後も
被災者の探索を継続すると判断する場合もある．しかし，これ
らの場合はシミュレーションにおいては考慮していない．
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図 6 各ロボットによる自律的パス修復の平均回数と故障発生数
Fig. 6 Average path recovery times of each robot and

number of robot breakdown occurring.
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図 7 アクセスロボットが目的地に到達する到達時間 α

Fig. 7 Arrival time α of accessible robot at the destination

in the distant space when 40 robots are used.
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図 8 ロボットが目的地周囲をランダム歩行する際のアクセス率 ζ

Fig. 8 Accessibility ratio ζ of robots when walking

randomly around the destination in distant space.

求がある場合にのみ実行されるので，図 6 に示すよう

な頻度の高いパス修復は生起しにくいと思われる．し

たがって，自律的パス修復の適切な実行によって得ら

れる以後のシミュレーション結果（図 7 および 図 8）

を，オンデマンド方式に基づくルーティングによって
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得ることは困難であると考える．

図 7 は到達時間 α のシミュレーション結果である．

横軸は時間間隔比 c を表し，縦軸は到達時間 α を分

単位で表す．マークによって示された点がシミュレー

ション結果である．個々のマークが持つ意味は 図 6 と

同じである．自律的パス修復の有効性に関する検証を

目的として，各ロボットが自律的パスの修復を行わな

い場合，すなわち従来方式による（非自律的な）通信

パス修復のみが行われた場合を破線によって併記した．

自律的パス修復がなければ，自律的パス修復を行う場

合に比べて到達時間が大きくなる．特に，時間間隔比

c がある臨界点を超えると，システム運用の終了時点

β までにアクセスロボットが目的地に到達することが

困難となる☆．この臨界点を図中に × で示した．
先に述べたように，時間間隔比 c が増大すれば自律

的パス修復の実行頻度が高まって到達時間に遅れが生

じる．同様に，ロボットの故障率 ζ を高くしても到達

時間は増大する．しかし 図 7 に示すように，自律的

パス修復が行われるなら，これらのパラメータの増大

は到達時間に大きな影響を与えない．他方，自律的パ

ス修復がなければ，これらは到達時間に対して深刻な

影響を与える．

たとえば，時間間隔比 c が 0.7に等しく，ロボット

の故障率 ζ が 0.1に等しければ，到達時間は平均して

1.9minである．この値が実現するなら，実際の被災

者探索活動においては許容できる可能性がある．これ

に対し，同じ故障率 ζ においてもし自律的パス修復

がなければ，特に時間間隔比 c が 0.44を超えた場合

にシステム運用が困難になる．たとえロボットの故障

が生じない場合（ζ = 0 の場合）においても，自律的

パス修復を用いた場合の到達時間は，自律的パス修復

を行わない場合に比べ，表示された c の範囲において

顕著に短縮している．これらのシミュレーション結果

は，図 2 に示した行動アルゴリズムに基づく自律的パ

ス修復の有効性を示している．

図 8 は，ロボットが目的地周囲のランダム歩行を

行っているときのモニタ局へのアクセス率を示す．横

軸は時間間隔比 c を表し，縦軸はアクセス率 ξ を表

す．すべてのマークと直線が持つ意味は 図 7 と同じ

である．特に臨界点 × は，これを超える c に対して

はアクセスロボットが目的地に到達できないので，ア

クセス率の算出が無意味であることを示す．この臨界

☆ 先に述べたように，シミュレーションは多数回試行した．もし
この中の 10%を超える場合においてアクセスロボットが目的地
へ到達できなかったなら，そのときの時間間隔比が臨界点であ
ると見なした．

点以前においても，自律的パス修復なしの場合に比べ

て，自律的パス修復を行う場合のロボットのアクセス

率が顕著に改善されることが分かる．たとえばロボッ

トの故障率 ζ が 0.1かつ時間間隔比 c が 0.4の場合，

自律的パス修復なしではアクセス率 ξ が 40%に満た

ないのに比べ，各ロボットが自律的パス修復を行えば，

70%を超えるアクセス率が得られる．

5. ま と め

無線アドホックネットワークによって結合された群

ロボットによる被災者発見システムを提案した．同シ

ステムは，アドホックネットワークを通して情報交換

を行うロボット群とオペレータが待機するモニタ局か

らなる．ロボットは災害現場に展開し，もしセンサシ

ステムが被災者を検出したなら，その情報をモニタ局

に伝える．モニタ局に待機するオペレータは，伝送さ

れた情報が被災者を正しく検知したかどうかの判断を

下す．自律的パス修復は，ロボットがモニタ局への通

信パスを失ったとき，その自律的な行動によって通信

パスを修復する方式である．通信パスの消失は，災害

現場においてはしばしば発生する可能性がある．被災

者発見システムが持つこの機能によって，ロボットの

故障が発生する可能性のある劣悪な環境下においても，

システムの信頼性を保つことができる．

被災者発見システムの運用方式の 1 つとして遠隔

スペース探索を紹介した．遠隔スペース探索は，救助

隊が到達できない隔絶したスペース内に被災者が孤立

している可能性がある場合，そのスペース内をロボッ

ト群によって探索しようとする方式である．システム

運用手順は，遠隔スペース内へのロボット群の逐次的

な移動，および目的地に到達したロボットのその周囲

でのランダム歩行からなる．特定のシステムモデルに

おいてパラメータを設定し，さらにロボットの故障が

ランダムに発生するものと仮定して計算機シミュレー

ションを行い，アクセスロボットの目的地への到達時

間，およびその周囲でのランダム歩行時のモニタ局へ

のアクセス率を求めた．この結果，提示したシステム

モデルとパラメータにおける被災者発見システムの有

効性が明らかとなった．

今後は，2.1節にあげたロボットが備えるべき要件

に関する詳細な検討，2.2節で述べたロボットとオペ

レータの協調作業の効率化，および 3.3節にあげたロ

ボットの行動アルゴリズムの改善に関する検討が必要

である．さらに，4章で述べたように，一般的な状況

における被災者発見システムの有用性の検討も今後の

検討課題である．



Vol. 46 No. 7 ネットワーク化された群ロボットによる被災者発見システム 1787

なお，本研究は大川情報通信基金の研究助成により

行われた．
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